
埼玉県工業用水道事業会計決算書及び決算附属書類



 

令和４年度埼玉県工業用水道事業決算報告書 
(1) 収益的収入及び支出 

  収   入 

区      分 

予    算    額 

決  算  額 
予算額に比べ 
決算額の増減 

備    考 
当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 

地方公営企業法第24
条第３項の規定によ
る支出額に係る財源
充当額 

合    計 

 円 円 円 円 円 円   
 
 
（うち仮受消費税及び地方 
消費税   156,686,674円） 

（うち仮受消費税及び地方 
消費税       25,046円） 

 

第１款 事 業 収 益 1,852,342,000 △ 10,349,000 0 1,841,993,000 1,916,149,992 74,156,992 

第１項 営 業 収 益 1,723,725,000 △ 10,349,000 0 1,713,376,000 1,724,285,619 10,909,619 

第２項 営業外収益 128,616,000 0 0 128,616,000 135,575,044 6,959,044 

第３項 特 別 利 益 1,000 0 0 1,000 56,289,329 56,288,329 

 

  支   出 

区      分 

予    算    額 

決 算 額 

地方公営企
業法第26条
第２項の規
定による繰
越額 

不 用 額 備   考 当  初 
予 算 額 

補  正 
予 算 額 

予備費 
支出額 

流  用 
増 減 額 

地方公営企
業法第24条
第３項の規
定による支 
出額 

小  計 

地方公営企
業法第26条
第２項の規
定による繰 
越額 

合  計 

 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円   
 
 
（うち仮払消費税及び地方 
 消費税   88,368,716円）

 
 
 
 
 
 

第１款 事 業 費 1,857,546,000 85,103,000 0 0 0 1,942,649,000 24,848,600 1,967,497,600 1,760,900,654 0 206,596,946 

第１項 営業費用 1,834,324,000 △ 12,138,000 0 0 0 1,822,186,000 24,848,600 1,847,034,600 1,671,839,113 0 175,195,487 

第２項 営業外費用 19,221,000 35,186,000 0 0 0 54,407,000 0 54,407,000 27,006,541 0 27,400,459 

第３項 特別損失 1,000 62,055,000 0 0 0 62,056,000 0 62,056,000 62,055,000 0 1,000 

第４項 予 備 費 4,000,000 0 0 0 0 4,000,000 0 4,000,000 0 0 4,000,000 

 



 

(2) 資本的収入及び支出 

  収   入 

区       分 

予    算    額 

決 算 額 
予算額に比べ 
決算額の増減 

備   考 当 初 
予 算 額 

補 正 
予 算 額 

小  計 

地方公営企業
法第26条の規
定による繰越
額に係る財源 
充当額 

継続費逓次繰
越額に係る財
源充当額 

合  計 

 円 円 円 円 円 円 円 円  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第１款 資 本 的 収 入 173,458,000 △ 34,600,000 138,858,000 0 0 138,858,000 138,640,000 △ 218,000 

第１項 建 設 補 助 金 43,000,000 △ 34,600,000 8,400,000 0 0 8,400,000 8,400,000 0 

第２項 長期貸付金償還金 130,000,000 0 130,000,000 0 0 130,000,000 130,000,000 0 

第３項 他 会 計 補 助 金 456,000 0 456,000 0 0 456,000 240,000 △ 216,000 

第４項 固定資産売却代金 1,000 0 1,000 0 0 1,000 0 △ 1,000 

第５項 雑   収   入 1,000 0 1,000 0 0 1,000 0 △ 1,000 

 

  支   出 

区   分 

予    算    額 

決算額 

翌 年 度 繰 越 額 

不 用 額 備  考 当 初 
予 算 額 

補 正 
予 算 額 

流  用 
増減額 

小 計 

地方公営企
業法第26条
の規定によ
る繰越額 

継 続 費 
逓次繰越額 

合 計 

地方公営企
業法第26条
の規定によ
る繰越額 

継 続 費 
逓次繰越額 

合 計 

 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円  
 

 
（うち仮払消費税 

及び地方消費税 
   44,758,466円）
 

第１款 資本的支出 1,046,991,000 △527,096,000 0 519,895,000 82,237,500 156,174,396 758,306,896 593,738,703 39,390,000 113,848,559 153,238,559 11,329,634 

第１項 建設改良費 968,258,000 △527,096,000 0 441,162,000 82,237,500 156,174,396 679,573,896 515,006,526 39,390,000 113,848,559 153,238,559 11,328,811 

第２項 企業債償還金 78,733,000 0 0 78,733,000 0 0 78,733,000 78,732,177 0 0 0 823 

 資本的収入額が資本的支出額に不足する額455,098,703円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額44,758,466円、減債積立金78,732,177円及び建設改良積
立金331,608,060円で補塡した。 

 



令和４年度埼玉県工業用水道事業損益計算書
（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

(単位　円)

区　　　　　　　分 金　　　　　　　　　　　　　　　　　　額

　　１　営業収益
　　（１）給水収益 1,552,532,726
　　（２）受託工事収益 13,115,000
　　（３）その他営業収益 1,951,219 1,567,598,945
　　２　営業費用
　　（１）原水及び浄水費 498,220,330
　　（２）配水及び給水費 364,717,821
　　（３）受託工事費 10,192,277
　　（４）総係費 68,958,549
　　（５）減価償却費 584,622,743
　　（６）資産減耗費 56,758,677 1,583,470,397
　　　　営　業　損　失 15,871,452
　　３　営業外収益
　　（１）受取利息及び配当金 1,006,263
　　（２）他会計補助金 1,280,000
　　（３）長期前受金戻入 132,975,786
　　（４）雑収益 287,949 135,549,998
　　４　営業外費用
　　（１）支払利息及び企業債取扱諸費 3,839,441
　　（２）雑支出 1,382 3,840,823 131,709,175
　　　　経　常　利　益 115,837,723
　　５　特別利益
　　（１）過年度損益修正益 7,927,829
　　（２）その他特別利益 48,361,500 56,289,329
　　６　特別損失
　　（１）その他特別損失 62,055,000 62,055,000 △ 5,765,671
　　　　当年度純利益 110,072,052
　　　　前年度繰越利益剰余金 1,368,892,763
　　　　その他未処分利益剰余金変動額 410,340,237
　　　　当年度未処分利益剰余金 1,889,305,052



 

令和４年度埼玉県工業用水道事業剰余金計算書 
（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで） 

（単位 円） 

 資 本 金 

剰         余         金 

資本合計 
資 本 剰 余 金 

 
利 益 剰 余 金 

受 贈 財 産 
評  価  額 

国庫補助金 他会計補助金 
資本剰余金 
合   計 

減債積立金 利益積立金 
建 設 改 良 
積 立 金 

未 処 分 利 益 
剰 余 金 

利 益 剰 余 金 
合    計 

前年度末残高 13,807,692,910 26,904,384 44,723,266 306,007,824 377,635,474 175,377,833 604,212,128 4,837,140,069 1,683,994,138 7,300,724,168 21,486,052,552 

前年度処分額 315,101,375 0 0 0 0 0 0 0 △ 315,101,375 △ 315,101,375 0 

 議会の議決による処分額 315,101,375 0 0 0 0 0 0 0 △ 315,101,375 △ 315,101,375 0 

  資 本 金 の 増 加 315,101,375    0    △ 315,101,375 △ 315,101,375 0 

処分後残高 14,122,794,285 26,904,384 44,723,266 306,007,824 377,635,474 175,377,833 604,212,128 4,837,140,069 
(繰越利益剰余金) 
1,368,892,763 6,985,622,793 21,486,052,552 

当年度変動額 0 0 0 0 0 △ 78,732,177 0 △ 331,608,060 520,412,289 110,072,052 110,072,052 

 減債積立金の使用額     0 △ 78,732,177   78,732,177 0 0 

 建設改良積立金の使用額     0   △ 331,608,060 331,608,060 0 0 

 当 年 度 純 利 益     0    110,072,052 110,072,052 110,072,052 

当年度末残高 14,122,794,285 26,904,384 44,723,266 306,007,824 377,635,474 96,645,656 604,212,128 4,505,532,009 
(当年度未処分利益剰余金) 

1,889,305,052 7,095,694,845 21,596,124,604 

（注）この計算書における△表記は、減少、損失又は欠損を示すものであること。 



資本金 資本剰余金 未処分利益剰余金

当年度末残高 14,122,794,285 377,635,474 1,889,305,052

議会の議決による処分額 410,340,237 0 △ 410,340,237

資本金の増加 410,340,237 △ 410,340,237

（繰越利益剰余金）

1,478,964,815

（注）この計算書における△表記は、減少、損失又は欠損を示すものであること。

令和４年度埼玉県工業用水道事業剰余金処分計算書（案）
（単位　円）

処分後残高 14,533,134,522 377,635,474



令和４年度埼玉県工業用水道事業貸借対照表
（令和５年３月３１日）

(単位　円)
区　　　　　　　分 金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　額

資　産　の　部

　１　固定資産
　（１）有形固定資産
　　　イ　土地 435,897,514
　　　ロ　建物 1,795,992,510
　　　　　減価償却累計額 △ 727,929,299 1,068,063,211
　　　ハ　構築物 22,047,795,765
　　　　　減価償却累計額 △ 16,339,015,637 5,708,780,128
　　　ニ　機械及び装置 9,566,738,239
　　　　　減価償却累計額 △ 6,009,064,101 3,557,674,138
　　　ホ　車両運搬具 1,470,000
　　　　　減価償却累計額 △ 1,323,000 147,000
　　　ヘ　船舶 159,000
　　　　　減価償却累計額 △ 151,050 7,950
　　　ト　工具、器具及び備品 39,565,751
　　　　　減価償却累計額 △ 35,783,748 3,782,003
　　　チ　リース資産 558,420
　　　　　減価償却累計額 △ 353,666 204,754
　　　リ　建設仮勘定 273,179,207
　　　有形固定資産合計 11,047,735,905
　（２）無形固定資産
　　　イ　水利権 551,214,289
　　　ロ　電話加入権 789,236
　　　ハ　ソフトウェア 790,341
　　　無形固定資産合計 552,793,866
　（３）投資その他の資産
　　  イ　長期貸付金 69,000,000
　　　ロ　破産更生債権等 1,363,227
　　　　　貸倒引当金 △ 1,363,227
　　　投資その他の資産合計 69,000,000

　　　固定資産合計 11,669,529,771

　２　流動資産
　（１）現金預金 13,074,331,073
　（２）未収金 139,707,275
　　　　貸倒引当金 △ 16,000 139,691,275
　（３）貯蔵品 36,062,880
　（４）短期貸付金 69,000,000

　　　流動資産合計 13,319,085,228

　　　資産合計 24,988,614,999



(単位　円)
区　　　　　　　分 金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　額

負　債　の　部

　３　固定負債
　（１）企業債

　　　イ　建設改良費等の財源に
　　　　　充てるための企業債

61,466,226

　　　企業債合計 61,466,226
　（２）リース債務 102,493
　（３）引当金
　　　イ　退職給付引当金 131,374,878
　　　ロ　修繕引当金 23,271,234
　　　引当金合計 154,646,112

　　　固定負債合計 216,214,831

　４　流動負債
　（１）企業債
　　　イ　建設改良費等の財源に
　　　　　充てるための企業債

35,179,430

　　　企業債合計 35,179,430
　（２）リース債務 122,994
　（３）未払金 277,292,972
　（４）引当金
　　　イ　賞与引当金 12,721,014
　　　引当金合計 12,721,014
　（５）その他流動負債 16,875,495

　　　流動負債合計 342,191,905

　５　繰延収益
　（１）受贈財産評価額長期前受金 429,730,235
　　　　収益化累計額 △ 164,944,019 264,786,216
　（２）寄附金長期前受金 5,005,156
　　　　収益化累計額 △ 4,754,899 250,257
　（３）工事負担金長期前受金 317,483,917
　　　　収益化累計額 △ 95,012,698 222,471,219
　（４）国庫補助金長期前受金 9,473,505,077
　　　　収益化累計額 △ 7,360,937,024 2,112,568,053
　（５）他会計補助金長期前受金 2,860,081,265
　　　　収益化累計額 △ 2,626,073,351 234,007,914

　　　繰延収益合計 2,834,083,659

　　　負債合計 3,392,490,395



(単位　円)
区　　　　　　　分 金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　額

資　本　の　部

　６　資本金 14,122,794,285

　７　剰余金
　（１）資本剰余金
　　　イ　受贈財産評価額 26,904,384
　　　ロ　国庫補助金 44,723,266
　　　ハ　他会計補助金 306,007,824
　　　資本剰余金合計 377,635,474

　（２）利益剰余金
　　　イ　減債積立金 96,645,656
　　　ロ　利益積立金 604,212,128
　　　ハ　建設改良積立金 4,505,532,009
　　　ニ　当年度未処分利益剰余金 1,889,305,052
　　　利益剰余金合計 7,095,694,845

　　　剰余金合計 7,473,330,319

　　　資本合計 21,596,124,604

　　　負債資本合計 24,988,614,999　



 
 

令和４年度埼玉県工業用水道事業報告書 

 

 １ 概  況 
 
  （１）  総 括 事 項         
 
      工業用水道事業は、県南東部地区の工業用水の水源を地下水から河川表流水に切り換え、地盤沈下の抑制を図るとともに産業基盤を整備するための事業で、 
 
     現在、南部工業用水道事業として柿木浄水場（草加市）及び大久保浄水場（さいたま市）から受水事業所へ給水を行っている。令和４年度末の給水事業所数は 
 
     １４９事業所、年間給水契約水量は、６６，６６７，３３４㎥、年間料金収入は、１，５５２，５３２，７２６円（税込１，７０７，７８５，２３４円）で 
 
     ある。 
 
      なお、令和４年度の基本料金は２２円５３銭／㎥、特別料金は２９円２９銭／㎥、超過料金は４５円５銭／㎥である。 
 

 また、柿木浄水場は、平成１７年３月から施設の維持管理運営を民間事業者に委ねる管理運営包括委託を実施し、近隣の新三郷浄水場が管理運営全般を統括 
 
     している。 
 
 
     ア  営  業 
 
       令和４年度の営業状況は、次のとおりである。 
 

 
 

事 業 名 
 

 
 

給 水 能 力 
 

 
給水事業所数 

 
（前 年 度） 

 
給水契約水量        

 
（対前年度比） 

 
配 水 量        

 
（対前年度比） 

 
料 金 収 入 額        

 
（対前年度比） 

 
 

備   考 
 

 
南部工業用 

 
水 道 事 業      

 

 
 

２５３，０００㎥／日 
 

 

 
１４９ 

 
（１４８） 

 

 
１８２，６５０㎥／日 

 
（１００．２％） 

 

 
１０４，７２５㎥／日 

 
（９５．７％） 

 

 
1,552,532,726円 

(1,707,785,234円) 
（１００．０％） 

 

 
対前年度比率        
は小数点以下        
第２位四捨五入 

 

     （注） 料金収入額の（ ）内は、税込金額である。 
 
 
     イ  建  設 
 
       工業用水道事業は、給水能力日最大２５３，０００㎥（柿木浄水場１６０，０００㎥・大久保浄水場９３，０００㎥）の施設を有している。現在、耐震化 
     
      などの施設整備を実施している。 
 



（２） 経営指標に関する事項

令和４年度決算における経営成績について、経営の健全性を示す経常収支比率は、施設の撤去費の減少等による費用の減少により前年度比５．５８ポイント増

 の１０７．３０％となり、健全経営の水準とされる１００％を上回って推移している。 

 企業債の返済余力を示す企業債残高対給水収益比率は、平成１２年度以降新たな企業債を発行せず、順次償還を進めていることにより前年度比５．０６ポイン 

ト減の６．２３％となり、財務内容の健全性が図られている。

施設の効率性を示す施設利用率は、配水量の減少により前年度比１．８９ポイント減の４１．３９％となった。本県では、責任水量制（契約水量）に基づいて

 料金を徴収しているため、施設利用率の低下が直ちに給水収益に影響を及ぼすものではないが、契約水量は配水能力の７２．１９％とかい離が生じているため、 

 余剰となる施設の整理（ダウンサイジング）について計画的に進めていく。 

  償却対象資産の減価償却の状況を示す有形固定資産減価償却率は、前年度比０．２３ポイント増の６９．０９％となったが、過去５年間ではほぼ横ばいで推移 

 している。水道施設の更新については、実際の劣化状況を確認しつつ、費用の平準化の観点も踏まえ、計画的に進めていく。 

 ＜経営指標の推移＞  

平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

経常収支比率 116.24% 114.87% 101.24% 101.72% 107.30% 

企業債残高対給水収益比率 33.44% 23.93% 17.37% 11.29% 6.23% 

施設利用率 46.78% 45.17% 43.81% 43.28% 41.39% 

有形固定資産減価償却率 69.13% 69.20% 67.77% 68.86% 69.09% 

※ 経営指標の概要は９５項参照。 
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  （３）  議 会 議 決 事 項         
 

議 決 年 月 日           
定 例 会 

の 別 議  案  番  号 件                         名 
臨 時 会 

令和４年 ３月２５日 定  例  会 第 １８ 号 令和４年度埼玉県工業用水道事業会計予算 

令和４年１２月２２日 定  例  会 第 １２６ 号 令和３年度埼玉県公営企業会計決算の認定について 

令和４年１２月２２日 定  例  会 第 １４２ 号 令和４年度埼玉県工業用水道事業会計補正予算（第１号） 

令和５年 ３月１７日 定  例  会 第 ６５ 号 令和４年度埼玉県工業用水道事業会計補正予算（第２号） 

 
 
  （４）  行政官庁認可事項    該当事項なし 
 
 
  （５）  職員に関する事項 

（令和５年３月３１日現員）   

         職  別 
事業所名 

事 務       技 術       そ の 他        計 備    考 

 
 
 
    本              庁 
    大 久 保 浄 水 場           
    新 三 郷 浄 水 場          
     
 
            計 
 

 
                   人 
 
              ４ 
               ３ 
               ０ 
                
 
              ７ 
 

 
                    人 
 
              ３ 
              ８ 
              ９ 
                
 
            ２０ 
 

 
                   人 
 
              ０ 
              ０ 
              ０ 
               
 
             ０ 
 

 
                    人 
 
              ７ 
             １１ 
              ９ 
               
 
            ２７ 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
  （６）  料金その他供給条件の設定、変更に関する事項    該当事項なし 
    
      
 

 ２ 工  事 
 

  （１） 建設工事の概況 

 
      柿木浄水場においては、硫酸注入棟築造工事を令和３年度に発注し、令和４年度に完成した。 
 
 



 
  （２）  改良工事の概況 
 
     ア 大久保浄水場においては、工水１系沈でん池電気設備更新工事を令和３年度に発注し、令和４年度に完成した。 
 
     イ 柿木浄水場においては、水道施設の耐震補強工事を実施中である。 
 
 
  （３）  保存工事の概況 
 
      大久保浄水場及び柿木浄水場においては、配水の安定化を図るため、修繕工事及び諸設備機器の定期点検を実施した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



３ 業 務

（１） 業 務 量       

（単位 ㎥、円） 

月 別  令和４年

事 項 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

149 149 149 149 149 149 149 149 148

5,668,598 5,485,740 5,668,598 5,485,740 5,668,598 5,668,598 5,485,740 5,668,598 5,485,740

5,663,162 5,481,060 5,663,762 5,481,060 5,663,762 5,663,762 5,481,060 5,661,246 5,476,620

3,150,530 3,109,275 3,325,096 3,533,237 3,278,685 3,287,691 3,386,115 3,131,635 3,122,739

132,083,973 127,971,211 132,163,516 128,748,278 129,286,063 132,297,450 128,016,171 130,898,320 127,764,961

( 145,292,297 ) ( 140,768,280 ) ( 145,379,795 ) ( 141,623,052 ) ( 142,214,602 ) ( 145,527,122 ) ( 140,817,736 ) ( 143,988,091 ) ( 140,541,405 ) 

月 別  令和５年

事 項 １月 ２月 ３月 合計

149 149 149 －

5,668,598 5,668,598 5,120,024 66,743,170

5,659,924 5,660,104 5,111,812 66,667,334

3,015,177 2,723,284 3,161,061 38,224,525

131,960,010 131,989,135 119,353,638 1,552,532,726

( 145,155,936 ) ( 145,187,974 ) ( 131,288,944 ) ( 1,707,785,234 ) 

（注）料金収入額の（　）内は、税込金額である。

給 水 事 業 所 数

予 定 契 約 水 量

給 水 契 約 水 量

配 水 量

料 金 収 入 額

給 水 事 業 所 数

予 定 契 約 水 量

配 水 量

給 水 契 約 水 量

料 金 収 入 額



（２）事業収入に関する事項

事　　業　　収　　益 1,759,438,272 円 （ 税 込 1,916,149,992 円 ）

1,567,598,945 円 （ 税 込 1,724,285,619 円 ）

1,552,532,726 円 （ 税 込 1,707,785,234 円 ）

13,115,000 円 （ 税 込 14,426,500 円 ）

1,951,219 円 （ 税 込 2,073,885 円 ）

135,549,998 円 （ 税 込 135,575,044 円 ）

1,006,263 円 （ 税 込 1,006,263 円 ）

1,280,000 円 （ 税 込 1,280,000 円 ）

132,975,786 円 （ 税 込 132,975,786 円 ）

287,949 円 （ 税 込 312,995 円 ）

56,289,329 円 （ 税 込 56,289,329 円 ）

7,927,829 円 （ 税 込 7,927,829 円 ）

48,361,500 円 （ 税 込 48,361,500 円 ）

（３）事業費に関する事項

事　　業　　費　　用 1,649,366,220 円 （ 税 込 1,760,900,654 円 ）

1,583,470,397 円 （ 税 込 1,671,839,113 円 ）

498,220,330 円 （ 税 込 541,463,678 円 ）

364,717,821 円 （ 税 込 402,843,135 円 ）

10,192,277 円 （ 税 込 11,161,763 円 ）

68,958,549 円 （ 税 込 69,779,063 円 ）

584,622,743 円 （ 税 込 584,622,743 円 ）

56,758,677 円 （ 税 込 61,968,731 円 ）

3,840,823 円 （ 税 込 27,006,541 円 ）

3,839,441 円 （ 税 込 3,839,441 円 ）

1,382 円

（ 税 込 23,167,100 円 ）

62,055,000 円 （ 税 込 62,055,000 円 ）

62,055,000 円 （ 税 込 62,055,000 円 ）

  

　　上記の費用を性質別内容により大別すれば次のとおりである。

159,616,043 円 （ 税 込 159,923,697 円 ）

148,632,439 円 （ 税 込 148,940,093 円 ）

10,983,604 円 （ 税 込 10,983,604 円 ）

0 円 （ 税 込 0 円 ）

53,454,716 円 （ 税 込 65,421,462 円 ）

53,454,716 円 （ 税 込 65,421,462 円 ）

0 円 （ 税 込 0 円 ）

584,622,743 円 （ 税 込 584,622,743 円 ）

3,839,441 円 （ 税 込 3,839,441 円 ）

847,833,277 円 （ 税 込 947,093,311 円 ）

（４）その他主要な事項　　　　           　　  　                    該当事項なし

長 期 前 受 金 戻 入

賞 与 引 当 金 繰 入 額

そ の 他 営 業 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

他 会 計 補 助 金

営 業 外 収 益

営 業 費 用

営　　業　　外　　費　　用

総 係 費

特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益

そ の 他 特 別 利 益

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

受 託 工 事 収 益

営 業 収 益

給 水 収 益

修 繕 費

雑 支 出 ( 納 税 計 算 処 理 に 伴 う も の )

消 費 税 及 び 地 方 消 費 税

実 人 件 費

退 職 給 付 費

人 件 費

そ の 他 特 別 損 失

特 別 損 失

減 価 償 却 費

支払利息及び企業債取扱諸費

そ の 他 の 費 用

実 修 繕 費

修 繕 引 当 金 繰 入 額

支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費

雑 収 益

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

受 託 工 事 費



 
 ４ 会  計 
  
  （１）  重要契約の要旨 （契約１億円以上）          

 
 

事  業  名 
 

 
契 約 年 月 日        

 
契 約 金 額          

 
契 約 の 内 容               

 
契 約 の 相 手 方           

 

  円    

南部工業用水道事業 令和４年１０月 ４日 １３３，５７３，０００ 
０２２柿改第３０５号 

柿木浄水場着水井耐震補強その１工事 
中原建設（株） 

 
 
  （２）  企業債及び一時借入金の概況 
 
     ア  企 業 債         

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
     イ  一 時 借 入 金                         該当事項なし  
 
 
  （３） その他会計経理に関する重要事項 
 
      埼玉県公営企業財務規程（昭和３９年公営企業管理規程第５号）第９０条第２項の規定に基づき、継続事業で実施している水道施設耐震化事業については、 
 
     施設の一部が完成し稼働したので概算振替を行った。 
      
      また、業務設備整備として実施した改築事業については、施設の一部が完成し稼働したので精算振替を行った。 
 
 
 

 ５ 附帯事項 該当事項なし 

令 和 ４ 年 度 当 初 令 和 ４ 年 度 決 算 額 令 和 ４ 年 度 末

未 償 還 残 高 発　　行　　額 償　　還　　額 未 償 還 残 高

円 円 円 円 

財 政 融 資 資 金 123,868,427 0 57,117,840 66,750,587

地方 公共 団体 金融 機構 51,509,406 0 21,614,337 29,895,069

計 175,377,833 0 78,732,177 96,645,656

借　　 入　　 先



 

 ６ そ の 他 
 
  （１） 決算日後に生じた企業の状況に関する重要な事実 該当事項なし 
 
 
  （２） そ の 他  
 
      原子力発電所事故に伴う対応として、放射性物質の測定及び浄水発生土の適正な管理保管等を実施した。 



（単位　円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失） 110,072,052
減価償却費 584,622,743
資産減耗費 4,658,141
退職給付引当金の増減額（△は減少） △ 47,270,993
修繕引当金の増減額（△は減少） △ 68,696,488
賞与引当金の増減額（△は減少） △ 2,624,047
長期前受金戻入額 △ 132,975,786
受取利息及び受取配当金 △ 1,006,263
支払利息及び企業債取扱諸費 3,839,441
過年度損益修正益 △ 7,927,829
その他特別利益 △ 1,090,507
その他特別損失 62,055,000
未収金の増減額（△は増加） △ 40,825
未払金の増減額（△は減少） 47,147,005
たな卸資産の増減額（△は増加） △ 1,704,480
その他の流動負債の増減額（△は減少） 1,026,227
小計 550,083,391
利息及び配当金の受取額 1,006,263
利息及び企業債取扱諸費の支払額 △ 3,839,441
損害賠償金の受取額 1,090,507
業務活動によるキャッシュ・フロー 548,340,720

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 429,713,025
無形固定資産の取得による支出 △ 9,476,547
貸付金の回収による収入 130,000,000
一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 240,000
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 308,949,572

令和４年度埼玉県工業用水道事業キャッシュ・フロー計算書
（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで)

区　　　　　　　　　　　分 金　　　　　　額



（単位　円）

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 78,732,177
リース債務の返済による支出 △ 122,994
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 78,855,171

　　資金増加額（又は減少額） 160,535,977

　　資金期首残高 12,913,795,096

　　資金期末残高 13,074,331,073

区　　　　　　　　　　　分 金　　　　　　額



収  益  費　用　明  細  書
ア　収益明細書

款 項 目 節 金　　　　額 備　　　　　　　　考

円 

1,759,438,272

営 業 収 益 1,567,598,945

給 水 収 益 1,552,532,726

受 託 工 事 収 益 13,115,000

そ の 他 営 業 収 益 1,951,219

雑 収 益 1,951,219

営 業 外 収 益 135,549,998

受 取 利 息
及 び 配 当 金

1,006,263

預 金 利 息 537,813

貸 付 金 利 息 468,450

他 会 計 補 助 金 1,280,000

長 期 前 受 金 戻 入 132,975,786

受 贈 財 産 評 価 額
長 期 前 受 金 戻 入

9,627,479

寄 附 金
長 期 前 受 金 戻 入

2,243

工 事 負 担 金
長 期 前 受 金 戻 入

5,136,636

国 庫 補 助 金
長 期 前 受 金 戻 入

106,354,800

他 会 計 補 助 金
長 期 前 受 金 戻 入

11,854,628

雑 収 益 287,949

そ の 他 雑 収 益 287,949

特 別 利 益 56,289,329

過年度損益修正益 7,927,829

そ の 他 特 別 利 益 48,361,500

工業用水道事業収益



イ　費用明細書

款 項 目 節 金　　　　額

円 
1,649,366,220

営 業 費 用 1,583,470,397
原 水 及 び 浄 水 費 498,220,330

給 料 31,955,122 流 用 禁 止 予 算 額 39,013,000 円
手 当 等 20,118,239 同 上 26,592,000 円

児 童 手 当 予 算 額 360,000 円
賞 与 引 当 金 繰 入 額 5,306,342 流 用 禁 止 予 算 額 5,307,000 円
法 定 福 利 費 12,204,925 同 上 13,515,000 円
旅 費 174,355
被 服 費 148,301
消 耗 品 費 281,291
燃 料 費 13,601
通 信 運 搬 費 40,122
委 託 料 342,636,870
手 数 料 741,532
賃 借 料 43,137
修 繕 費 20,706,181
動 力 費 16,482,039
薬 品 費 6,576,494
負 担 金 40,791,779

配 水 及 び 給 水 費 364,717,821
給 料 22,145,851 流 用 禁 止 予 算 額 32,647,000 円
手 当 等 11,847,167 同 上 21,854,000 円

児 童 手 当 予 算 額 360,000 円
賞 与 引 当 金 繰 入 額 2,408,128 流 用 禁 止 予 算 額 2,409,000 円
法 定 福 利 費 7,411,224 同 上 11,834,000 円
旅 費 80,440
被 服 費 109,277
消 耗 品 費 277,662
燃 料 費 13,601
印 刷 製 本 費 650,000
通 信 運 搬 費 33,770
委 託 料 231,986,815
手 数 料 12,483
賃 借 料 471,313
修 繕 費 32,748,535
動 力 費 49,953,973
補 償 費 4,118,866
負 担 金 448,716

工業用水道事業費用

備　　　　　　　　考



款 項 目 節 金　　　　額

円 

受 託 工 事 費 10,192,277
給 料 356,594 流 用 禁 止 予 算 額 377,000 円
手 当 等 70,759 同 上 286,000 円
法 定 福 利 費 83,207 同 上 141,000 円
消 耗 品 費 3,081
委 託 料 9,678,636

総 係 費 68,958,549
報 酬 2,400,920 流 用 禁 止 予 算 額 2,507,000 円
給 料 21,252,575 同 上 24,281,000 円
手 当 等 12,338,028 同 上 16,120,000 円

児 童 手 当 予 算 額 840,000 円
賞 与 引 当 金 繰 入 額 3,269,134 流 用 禁 止 予 算 額 3,271,000 円
法 定 福 利 費 7,912,828 同 上 8,764,000 円
厚 生 福 利 費 316,473
旅 費 52,024
報 償 費 300,059
被 服 費 41,451
消 耗 品 費 139,108
印 刷 製 本 費 1,445,678
通 信 運 搬 費 760,577
委 託 料 2,996,235
手 数 料 27,555
賃 借 料 548,281
研 修 費 46,080
負 担 金 1,349,609
保 険 料 670,564
公 課 費 5,000
交 付 金 13,086,300
雑 費 70

減 価 償 却 費 584,622,743

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

538,753,454

無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

45,869,289

資 産 減 耗 費 56,758,677
固 定 資 産 除 却 費 4,658,141

固 定 資 産 撤 去 費 52,100,536

営 業 外 費 用 3,840,823
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

3,839,441

企 業 債 利 息 3,839,441

備　　　　　　　　考



款 項 目 節 金　　　　額

円 

雑 支 出 1,382
そ の 他 雑 支 出 1,382

特 別 損 失 62,055,000

そ の 他 特 別 損 失 62,055,000

備　　　　　　　　考



 

固 定 資 産 明 細 書 
（1）有形固定資産明細書 

資 産 の 種 類 
年 度 当 初 

現 在 高 

当 年 度 

増 加 額 

当 年 度 

減 少 額 

年 度 末 

現 在 高 

減 価 償 却 累 計 額 年 度 末 

償却未済高 
備 考 当 年 度 

増 加 額 
当 年 度 
減 少 額 

累 計 

 円 円 円 円 円 円 円 円  

有 形 固 定 資 産 33,844,295,879 1,104,995,308 787,934,781 34,161,356,406 538,753,454 86,533,654 23,113,620,501 11,047,735,905  

土 地 435,897,514 0 0 435,897,514 － － － 435,897,514  

建 物 1,704,317,134 91,675,376 0 1,795,992,510 38,969,026 0 727,929,299 1,068,063,211  

構 築 物 21,910,074,809 151,421,276 13,700,320 22,047,795,765 217,763,617 13,015,304 16,339,015,637 5,708,780,128  

機 械 及 び 装 置 9,250,503,724 391,500,834 75,266,319 9,566,738,239 280,720,559 71,503,004 6,009,064,101 3,557,674,138  

車 両 運 搬 具 1,470,000 0 0 1,470,000 264,600 0 1,323,000 147,000  

船 舶 159,000 0 0 159,000 0 0 151,050 7,950  

工具、器具及び備品 41,547,407 167,000 2,148,656 39,565,751 923,968 2,015,346 35,783,748 3,782,003  

リ ー ス 資 産 558,420 0 0 558,420 111,684 0 353,666 204,754  

建 設 仮 勘 定 499,767,871 470,230,822 696,819,486 273,179,207 － － － 273,179,207  

（2）無形固定資産明細書 

資 産 の 種 類 
年 度 当 初 

現 在 高 

当 年 度 

増 加 額 

当 年 度 

減 少 額 

当 年 度 

減 価 償 却 高 

年 度 末 

現 在 高 
備    考 

 円 円 円 円 円  

無 形 固 定 資 産 598,739,655 0 76,500 45,869,289 552,793,866  

ダ ム 使 用 権 2,966,044 0 0 2,966,044 0  

水 利 権 593,606,332 0 0 42,392,043 551,214,289  

電 話 加 入 権 865,736 0 76,500 － 789,236  

ソ フ ト ウ ェ ア 1,301,543 0 0 511,202 790,341  

（3）投資その他の資産明細書 

資 産 の 種 類 
年 度 当 初 

現 在 高 

当 年 度 

増 加 額 

当 年 度 

減 少 額 

年 度 末 

現 在 高 
備        考 

 円 円 円 円  

投資その他の資産 138,000,000 0 69,000,000 69,000,000  

長 期 貸 付 金 138,000,000 0 69,000,000 69,000,000  

破産更生債権等 1,363,227 0 0 1,363,227  

貸倒引当金（△） △ 1,363,227 0 0 
 

△ 1,363,227  



企　業　債　明　細　書

　発　行　 　 未 償 還　

　発 行 総 額　 　当 年 度　 　 償 還 高　 　発 行 価 額　 利　率

　年月日　 　償 還 高　  　累  　計　 　 残  　高　

円 円 円 円 円 ％

平成  6. 9.26 446,000,000 15,318,501 446,000,000 0 446,000,000 年 4.5 令和  4. 9. 1 財政融資資金 業　設

 7. 3.27 344,000,000 23,682,386 344,000,000 0 344,000,000 4.65  5. 3. 1 財政融資資金 業　設

 8. 3.14 92,000,000 5,351,842 86,478,248 5,521,752 92,000,000 3.15  6. 3. 1 財政融資資金 業　設

10. 3.25 59,000,000 3,002,919 49,605,509 9,394,491 59,000,000 2.1  8. 3. 1 財政融資資金 業　設

10. 3.30 87,000,000 5,312,638 87,000,000 0 87,000,000 2.2  5. 3.20 地方公共団体金融機構 業　設

11. 3.30 60,000,000 3,557,069 56,367,841 3,632,159 60,000,000 2.1  6. 3.20 地方公共団体金融機構 業　設

12. 3.24 152,000,000 7,382,354 112,801,888 39,198,112 152,000,000 2.0  10. 3. 1 財政融資資金 業　設

12. 3.24 49,000,000 2,379,838 36,363,768 12,636,232 49,000,000 2.0  10. 3. 1 財政融資資金 業　設

12. 3.30 158,000,000 9,111,545 139,223,803 18,776,197 158,000,000 2.0  7. 3.20 地方公共団体金融機構 業　設

12. 3.30 63,000,000 3,633,085 55,513,287 7,486,713 63,000,000 2.0  7. 3.20 地方公共団体金融機構 業　設

1,510,000,000 78,732,177 1,413,354,344 96,645,656 1,510,000,000合  計　

種 類

 償  還  高　

　備　　　　　　考　　償 還 終 期　

建設改
良費等
の財源
に充て
るため
の企業
債



 

注記（工業用水道事業会計） 

１ 重要な会計方針 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

ア たな卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品は、先入先出法による原価法によっている。 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

ア 有形固定資産（リース資産を除く。） 

定額法によっている。 

イ 無形固定資産 

定額法によっている。 

ウ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。 

(3) 引当金の計上方法 

 ア 退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計上している。 

イ 修繕引当金 

地方公営企業法施行規則等の一部を改正する省令（平成２４年総務省令第６号）附則第４条（引当金に関する経過措置）の規定に基づき、平

成２５年度末の修繕引当金を引き続き計上しているが、使用用途及び時期に明確な計画がないため、総額を全て固定負債に計上している。 

なお、平成２５年度までの計上基準は、以下のとおりとなっている。 

あらかじめ定めた予定基準額と修繕費執行額との差額を計上している。 

ウ 賞与引当金 

職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月

分）を計上している。 

エ 貸倒引当金 

債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率により、破産更生債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上している。 

(4) 消費税等の会計処理方法 

ア 決算報告書については税込処理方式によっている。 

イ 財務諸表については税抜処理方式によっている。 

なお、特定収入をもって賄われた資本的支出に係る控除対象外消費税等については特定収入と相殺し、それ以外の控除対象外消費税等につい

ては営業外費用として処理している。 

２ キャッシュ・フロー計算書関連 

該当事項はない。 

３ 貸借対照表関連 

該当事項はない。 



４ セグメント情報の開示 

 単一の事業を運営しているため、開示すべきセグメント情報はない。 

５ リース契約により使用する固定資産 

(1) リース取引の処理方法

リース料総額（他の事業会計と共同で行うリース取引にあっては、その合計額）が300万円以下の所有権移転外ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。 

６ その他 

(1) 引当金の取崩し

ア 退職給付引当金

当年度において、退職給付引当金余剰額47,270,993円を取り崩している。

イ 修繕引当金

当年度において、修繕引当金68,696,488円を取り崩している。

ウ 賞与引当金

当年度において、期末・勤勉手当として20,151,308円を支給するため、賞与引当金15,345,061円を取り崩している。

(2) 長期継続契約に係るリース債務

通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債務のうち、地方自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約に係る

ものは以下の金額である。 

短期リース債務 122,994円 

長期リース債務 102,493円 

計 225,487円 




